不動産の取得に関する計画

１　事業の用に供するもので、事業計画認定後５年以内に取得・供用開始予定のもの
（１）土地の内訳

	地目
	所在・地番

〔取得予定日〕

（供用予定年月日）
	地積

（うち計画事業の用に

供する面積）
	敷地内設備・家屋の名称

	宅地


	箕面市○○○○

１－１－１

〔令和3年8月１日〕
（令和3年11月１日）
	40,000㎡　

（40,000㎡）
	箕面森町高性能蓄電池工場・箕面森町事務所



（２）家屋の内訳

	名称

（種類・構造）
	法人税

軽減措置
	所在・家屋番号

（建設予定期間）

〔取得予定日〕

（供用予定年月日）
	延床面積

（うち計画事業の用に

供する面積）
	用途
	事業内容

	箕面森町高性能蓄電池研究所
（研究所・鉄筋コンクリート造陸屋根３階建）
	□有

■無
	箕面市○○○○

１－１－１
（令和２年3月１日

～　３年10月15日）

〔令和３年11月１日〕
（令和３年11月１日）
	6,000㎡　

（6,000㎡）
	高性能蓄電池に関する研究開発を行う研究所
	製品化に向けた高性能蓄電池の試作・評価

	箕面森町高性能蓄電池工場
（工場・鉄筋コンクリート造陸屋根２階建）
	□有

■無
	箕面市○○○○

１－２－３
（令和２年６月１日

～　３年9月30日）

〔令和３年11月１日〕
（令和３年11月１日）
	30,000㎡　

（30,000㎡）
	高性能蓄電池を製造する工場
	実用段階の高性能蓄電池の製造

（社員寮）


２　事業の用に供するもので、賃借予定のもの又は事業計画申請前に取得したもの

（１）土地の内訳

	地目
	所在・地番

〔取得予定日〕

（供用予定年月日）
	地積

（うち計画事業の用に

供する面積）
	敷地内設備・家屋の名称

	宅地
	箕面市○○○○

１－１－１

〔令和２年10月１日〕
（令和２年10月１日）
	5,000㎡　

（5,000㎡）
	箕面高性能蓄電池研究所、箕面森町倉庫



（２）家屋の内訳

	名称

（種類・構造）
	所在・家屋番号

（建設予定期間）

〔取得予定日〕

（供用予定年月日）
	延床面積

（うち計画事業の用に

供する面積）
	用途
	事業内容

	箕面森町倉庫

（倉庫・鉄筋コンクリート造

　　　亜鉛メッキ鋼板ぶき平屋建）
	箕面市○○○○

１－１－１
（　　　年　月　日

～　　年　月　日）

〔令和２年10月１日〕
（令和２年10月１日）
	300㎡　

（300㎡）
	高性能蓄電池研究所における成果物や必要物品等を保管する倉庫
	製品化に向けた高性能蓄電池の試作・評価

	（　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　年　月　日

～　　年　月　日）

（　　　年　月　日）
	㎡　

（　　　　　　㎡）
	
	


注１　記載のある不動産の地積測量図、設計図その他参考となる図面を添付して下さい。
（記載要領等について）

○　税軽減措置適用を予定するものを全て記載して下さい。また、未登記家屋にあってはその旨を記載して下さい。

○　計画事業以外にも供用する部分が含まれる不動産がある場合は、必ず事前にご相談下さい。

○　「（１）土地の内訳」の記載要領は次のとおりです。土地一筆ごとに記載して下さい。

・「地目」は、不動産の登記事項証明書の内容（一般的な事務所等の用地は「宅地」）を記載して下さい。

　・「所在・地番」は、当該土地のものを記載して下さい。

・供用予定年月日は当該土地を供用して計画事業を開始する年月日をそれぞれ記載して下さい。

・「地積」は、当該土地の面積および、そのうち計画事業に供する面積を記載して下さい。

・「敷地内設備・家屋の名称」は、「設備投資に関する計画書」又は本計画書に記載された設備・家屋のうち、当該土地を敷地とするものを記載して下さい。

○　「（２）家屋の内訳」の記載要領は次のとおりです。家屋一棟ごとに記載して下さい。
　・「名称」は、家屋が特定できる内容（○○研究所・××製造工場等）を記載して下さい。

・「種類」「構造」は、不動産の登記事項証明書の内容を記載して下さい。

　（未登記の場合は（《参考情報１・２》）を参考に記載して下さい。）

・「法人税軽減措置」は、国の法人税の軽減措置である「国際戦略総合特区設備等投資促進税制」の適用見込の有無を選択して下さい。ただし、「関西イノベーション国際戦略総合特区国際戦略総合特別区域計画」に記載されているもの又はその見込があるもののみ「有」を選択して下さい。

・「延床面積」は、当該家屋の床面積および、そのうち計画事業に供する面積を記載して下さい。

　・「用途」は、不動産の登記事項証明書の「種類」の記載内容を具体的に記載して下さい。

　・「事業内容」は、当該家屋を供用することで、実施される事業の内容について簡潔に記載して下さい。計画事業以外のものが含まれている場合は（　）書きで記載して下さい。

《参考情報１》家屋の種類の定義について（不動産登記規則等より抜粋し加工）

	不動産登記規則

第113条による区分
	居宅、店舗、寄宿舎、共同住宅、事務所、旅館、料理店、工場、倉庫、車庫、発電所、変電所

	不動産登記事務取扱手続準則第80条による区分
	校舎、講堂、研究所、病院、診療所、集会所、公会堂、停車場、劇場、映画館、遊技場、競技場、野球場、競馬場、

公衆浴場、火葬場、守衛所、茶室、温室、蚕室、物置、便所、鶏舎、酪農舎、給油所


《参考情報２》家屋の構造の定義について（不動産登記規則等より抜粋し加工）

	不動産登記規則

第114条による区分
	〔構成材料による区分〕

木造、土蔵造、石造、れんが造、コンクリートブロック造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造

〔屋根の種類による区分〕

かわらぶき、スレートぶき、亜鉛メッキ鋼板ぶき、草ぶき、陸屋根〕

〔階数による区分〕

平家建、●階建（２階建以上の建物の場合）

	不動産登記事務取扱手続準則第81条による区分
	〔構成材料による区分〕

　木骨石造、木骨れんが造、軽量鉄骨造

〔屋根の種類による区分〕

セメントかわらぶき、アルミニューム板ぶき、板ぶき、杉皮ぶき、石板ぶき、銅板ぶき、ルーフィングぶき、

ビニール板ぶき、合金メッキ鋼板ぶき

〔階数による区分〕

地下●階建、地下丸階付き平家建（又は●階建）、（ガード下にある建物の場合）ガード下平家建（又は●階建）


家屋がある場合は、該当する家屋の名称を記載して下さい。


設備は、家屋の設置がない場合、主なものを記載して下さい。





不動産の登記事項証明書の内容にあわせて記載してて下さい。





建設予定のため「家屋番号」が確定していない場合は「所在」のみ記載して下さい。





不動産の登記事項証明書の「種類」欄の記載内容について、具体的に記載して下さい。





計画事業以外のものが含まれる場合は、（　）書きで記載して下さい。





既に計画事業以外の事業に供用している場合、完成済の場合等であっても、供用予定年月日は成長産業事業の用に供する日を記載して下さい。








1

